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公営企業の経営に当たっての留意事項について（平成 26 年８月 29 日付、総務省 

自治財政局公営企業課長、同公営企業経営室長、同準公営企業室長通知）（抄）   

 

第２．公営企業の計画的経営の推進に関する事項 

 ２ 「投資・財政計画」の策定 

    (4) 「財源試算」の取りまとめ 

    公営企業は料金収入をもって経営を行う独立採算制を基本原則としていることを踏ま

え、計画期間内に必要な財政負担を賄う「財源試算」を取りまとめること。 

    その際、以下の点に取り組むことが望ましい。 
 

① 財務状況の適切な現状把握・分析、将来予測 

「財源試算」を取りまとめる前提として、現在の財務状況の把握・分析を行うこと。

特に、企業債の残高や償還額、自己資金（主として損益勘定留保資金（内部留保資金））

の状況、経費回収率や費用の固定経費と変動経費の内訳等については、近年の推移を含

む分析を行うことが望ましい。 

あわせて、各財源や「投資試算」を踏まえた財政負担等の中長期の試算等により、将

来の財務状況の予測を行うこと。 
 

   ② 財源構成の検討 

     ①により把握された計画期間内に必要となる財政負担を踏まえた上で、各財源の水

準・構成について検討を行い、適切な額を計上すること。 

各財源の検討に当たっては、以下の点に特に留意することが望ましい。 
  

ア  公営企業の料金は、公正妥当なものでなければならず、かつ、能率的な経営の下に

おける適正な原価を基礎とし、公営企業の健全な経営を確保することができるもので

あること。 

このようなあり方を踏まえ、次の点に留意して料金確保に取り組む必要があること。 
 

(ア) 料金の算定に当たっては、原価（減価償却費や資産維持費等を含む。）を基に

料金を算定することが必要である。住民福祉の増進のために最少の費用で最大の

効果をあげるためには、経営改善・合理化をより一層徹底することにより、原価

を極力抑制すべきであること。 
 

(イ) 料金改定に際しては、利用者にとって公正妥当な料金となるよう、料金体系（基

本料金と従量料金の比率等）について適切に配意すること。 

     また、議会、住民の理解と協力が得られるよう、常に公営企業の経営状況等に

関する幅広い情報について積極的な広報活動を行う必要があること。 

     なお、次の状況にある公営企業においては、速やかに料金見直しについて検討

する必要性が高いこと。 
 

・ 資金不足、債務超過等の状況に陥っている、繰越欠損金が生じている。 

・ 計画期間内に必要となる財政負担額について、十分な合理化を行ったとして

も、収入で賄うことができない。 
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イ 企業債については、健全化法に規定された健全化指標や世代間負担の公平等も勘案

して、適正な額を計上すること。企業債は基本的に料金収入を原資として償還するも

のであることから、人口減少に伴う料金収入の減少等が見込まれる中で、将来世代に

過重な負担を強いることがないように、残高や毎年度の償還額等を踏まえて、適切な

水準とすべきであること。 
 

ウ 一般会計からの繰出金については、公営企業は独立採算制を経営の基本原則としつ

つ、経費のうち、その性質上企業経営に伴う収入をもって充てることが適当でないも

の、能率的な経営を行ってもなおその経営に伴う収入をもって充てることが客観的に

困難であると認められるもの等については、法令等に基づき、一般会計等が負担又は

補助をし、あるいは出資をすることとされている。これらの経費を除けば、当該公営

企業の経営に伴う収入をもって充てなければならない。この経費負担区分による一般

会計からの繰出しの基本的考え方は、毎年度「地方公営企業繰出金について」（総務

副大臣通知）として通知している。 

このような経費負担区分について、適正な運用を図るとともに、公営企業会計にお

いても、社会経済情勢、厳しい地方財政の状況等を踏まえ、一層の自助努力により独

立採算制の基本原則に立脚した経営に努める必要があること。 
  

エ  世代間負担の公平と経営健全化維持の双方の観点から、一定程度の自己資金を確保

することが望まれること。料金等の額を決定する場合には、この点についても勘案し、

適正な率の事業報酬を含ませることが適当であること。 

なお、自己資金については、能率的な経営を行ったことにより確保されたものであ

ることを明確にするとともに、今後の合理的な経営見通しの提示、自己資金の使用目

的や使用時期等を的確に説明することが求められること。 
 

オ 受益者負担金についても適切に徴収することにより、企業収入を確保すべきである

こと。 

 

   ③ 「財源試算」の取りまとめ 

     以上の検討を踏まえて、財源ごとの額の見通しについて、確保する手段とともに「財

源試算」として取りまとめること。取りまとめに当たっては、経費回収率向上や費用の

固定経費と変動経費の見直し等、当該公営企業の財務体質の改善についても考慮するこ

とが望ましい。 

 

  (5) 「投資・財政計画」の策定 

計画期間内の当該公営企業の収支見通しである「投資・財政計画」を、「投資試算」を

はじめとする支出と「財源試算」により示される収入が均衡した形で策定すること。 

策定に当たっては、次の点に留意することが望ましい。 
 

   ① 投資以外の経費の適切な算定 

人件費をはじめとする投資以外の経費について、適切な算定を行った上で、「投資・財

政計画」に反映すること。なお、これらの経費についても、必要かつ合理的な額の確保

を前提とした上で、第２．３に記載された各項目に十分に留意し、徹底した効率化に取

り組むことが必要である。 
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   ② 収入と支出の均衡（整合性検証） 

「投資試算」と「財源試算」は、相互に考慮しつつ取りまとめられるが、その上で、「投

資・財政計画」の策定に当たり、支出が過大となった場合には、次のような手段を活用

して、均衡を図る必要があること。 

その際、「財源試算」の見直しのみでは収支の均衡が実現困難である場合には、再度「投

資試算」の見直しを行い、投資額の減額を検討すべきものと考えられる。あわせて、投

資以外の経費のより一層の効率化、合理化にも取り組む必要がある。 
     

    ア 「財源試算」についての見直し 

      ・ 内部留保額の見直し 

・ 料金の見直し     等 
   

イ 「投資試算」についての見直し 

・ 施設・設備のダウンサイジング・スペックダウン、長寿命化、効率的配置、過剰

投資・重複投資の精査等の更なる検討 

・ 優先順位が低い事業の先送り、取りやめ 

・ 広域化の推進、民間の資金・ノウハウの活用     等 
   

ウ 投資以外の経費の見直し 

 ・ 給与、定員の見直し 

 ・ 広域化の推進、民間のノウハウの活用 

 ・ ＩＣＴの活用     等 

   

 

 

第３．公営企業の経営に係る事業別留意事項 

１ 水道事業及び工業用水道事業 

 (3) 水道料金については、原価主義の原則に基づき、更新財源や災害対策等に要する経費

を適切に確保するとともに、需要者間の負担の公平の要請に対応した料金体系を整備す

る必要があること。 

 

４ 下水道事業 

(1) 経営について 

⑦ 下水道事業における使用料回収対象経費に対する地方財政措置については、最低限行

うべき経営努力として、全事業平均水洗化率及び使用料徴収月 3,000 円／20㎥を前提と

して行われていることに留意すること。 

⑧ 分流式下水道等による経費の繰出基準を踏まえ、汚水処理経費についても、使用料で

賄うべき経費と一般会計で負担すべき経費とを明確に区分するとともに、使用料が低い

水準にとどまり、使用料で賄うべき経費を一般会計からの繰入等により賄っている地方

公共団体にあっては、早急に使用料の適正化に取り組むこと。 

⑨ 水洗化率及び有収率が低い事業については、有収水量の増加による使用料収入の確保

及び施設の利用効率改善のため、接続促進や不明水削減等により早期改善を図ること。 

 


